	ダイカスト製造業


　売上は回復基調にあり、リーマンショック前の8割程度に留まるものの利益は確保されている。円高が一層のコストダウン要求の要因となっている。大企業の海外進出や資材のグローバル調達が急速に進みつつあるため、国内での受注獲得への危機意識が高まっている。対応として海外拠点の強化や新規進出及び海外との取引を重要戦略として強く意識している。新規学卒採用を続けており、今後も実施を計画している。今後の景況は先行き不透明感から現状維持程度とみられる。
　業界の概要
　ダイカスト（Die Casting）とは、金型（Die）に溶融金属を高い圧力によって圧入し鋳物を連続生産する鋳造方式である。ダイカストはアルミニウム、亜鉛、マグネシウムなどの軽量金属材料を成形する方法の中で、大量生産向きの技術として評価されている。　　　

　特徴としては、生産性が高い、寸法精度がよい、後加工が少なくてよい、鋳肌が平滑、機械的強度が高い、薄肉の鋳造ができるなどである。金型を使用することから金型製造部門をもつ事業者もある。
　鋳物材料のアルミニウム（二次合金を主とする）、亜鉛、マグネシウムの使用割合は、アルミニウムが最も多く約96.6％、亜鉛が2.9％、マグネシウム等のその他が0.5％である（資料：（社）日本ダイカスト協会作成、経済産業省「平成20年の鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報」より）。
　市場分野は自動車用が78.7％と多く、残りを二輪自動車用、一般機械用、電気機械用、その他用がほぼ四分する（前出資料）。
　事業者の集積地域は、輸送用機器製造業など受注先の立地分布と一致する傾向にあり、広島県、静岡県、愛知県、富山県、埼玉県、兵庫県、栃木県、大阪府などの府県で製造品出荷額が多い（資料：経済産業省「平成20年工業統計調査（産業細分類別）」）。
　業界全般の景況
　リーマンショックによる景気後退とトヨタ問題による自動車輸出の減速などにより、自動車向けを主とする業界は21年に景況が大きく悪化した。最近は回復傾向にあり、リーマンショック前の８割程度の売上水準となっている。輸送用機器向け製品の受注を主とする事業者では、最悪期には操業度がピーク時の20から30％水準まで低下したところがあったとのことである。その間の状況を表１のダイカスト（アルミニウム）出荷推移（重量）で見ると、平成17年以降では19年をピークとして21年に急減し、19年対比で自動車は31.8％減、二輪自動車54.4％減、産業機械45.9％減、電気機械44.8％減、その他43.7％減となった。　　

　その後、世界的な景気刺激策や新興国市場の好景気を受け、また、国内ではエコカー補助金と減税策により自動車販売は回復してきた。
　この状況を表１の22年１月から９月期における前年同期比でみると、自動車は42.8%増、二輪自動車56.1%増、産業機械43.3%増、電気機械26.0%増、その他37.3%増と大きく前年を上回る増加をみせており、通年でも21年を上回るのは確実である。このような受注の回復を受けて業界の売上水準も総じてリーマンショック前の８割程度まで回復し、利益も確保できいる。
大阪の特徴
　大阪府の事業者数は、表１の経済産業省「平成20年工業統計調査（産業細分類別）」によれば、64事業所、製造品出荷額は約319億円で、全国シェアはそれぞれ8.4％、3.9％である。
　大阪は、自動車メーカーが立地するものの、輸送用機器の売上に対するウェイトは全国水準ほどには高くなく、産業機械や電気機械及びその他も多いとの業界認識である。そのため、大阪府以外の事業者にはリーマンショック後の自動車生産台数の急減により深刻な経営難に見舞われたところもあるが、府内の事業者には、そのような事態となったところはないだろうとのことである。ただ、大阪府の事業者でも、海外での日本車が販売不振に陥った影響は、輸送用機器への依存度が高い他府県ほどではないが、少なからずあった。
　大阪の景況

　最近の売上はリーマンショック前の８割程度の回復で、利益も確保できる見通しであり、夏冬の賞与支給も実施した。今後、23年３月までは、輸送機器関連分野を扱っているところでは、不透明ながら現在の水準程度は維持されるか、多少の減少はあるかとみている。また、オフィス向けなど他の分野の取引先を有するところでは、春の新製品販売期に向けた繁忙となりつつある。
　受注価格面では、円高による価格競争力の厳しさもあって自動車メーカーが30％のコストダウンを宣言し、協力工場へも要請するなどにより厳しい状況にある。ただ、自動車メーカーはダイカスト部品のコストダウンに対して共同で取り組む姿勢がある。家電業界も以前は同様の姿勢があったが、最近はそうした姿勢はみられず、価格引き下げ要求は厳しい。
　材料価格は21年の4月以降に上昇に転じ22年内は概ね横ばいで推移したが、前年平均に比べ３割程度高い水準であった。ただし、19年に比較すると６割強程度の水準である。
設備投資は国内抑制、海外強化

　受注先がダイカスト製品をグローバル調達したり、海外進出に伴い現地調達を拡大したり、協力企業に対して海外進出を要請したりする動きを強めている。この動きは、国内での受注が減少するのではないかとの懸念を増大させている。

　これに対応するために、最近海外へ新たに進出した事業者もあれば、海外拠点を既に保有する企業の中には、海外拠点の設備投資を強化した企業もある。海外投資を実施した事業者は、今後の自社の発展には国内市場の先行き懸念から、海外を強化することが重要との認識である。
　一方、最近一年間に、国内工場に新たにダイカストマシンを導入したところはみられず、生産ラインの付属設備に投資した事業者がいる程度である。今後も景況と受注先動向を分析しながらの慎重な国内投資になるとの考えである。
　自社製品開発よりも技術の深化
　ダイカストには複数の製造方式があり、事業者は単独あるいは複数の製法を有し、製品に求められる機能・品質・価格に適した製法を駆使して受注先の要望に応えている。技術開発は受注の中で挑戦的課題が発生した場合における取組として実施されることが多い。開発された技術は独自技術として蓄積され、同業他社に対する強みを形成する。この強みである技術の深化と進化に開発の重点を置いている。

　一方で、自社製品開発はあまり実施されていない。主設備が大量生産に適したダイカストマシンであるため、自社製品開発は大量販売が前提の取組となるが、中小企業には投資負担及び販売体制などに困難さが伴う。このようなことが自社製品開発を困難としている。そのため、部品加工業としての事業展開に重点を置いている。
　新規学卒採用は継続
　不況下に、ほとんどの事業者では従業員の削減や臨時雇用の停止などを実施しており、従業員数がピーク時の６割近くに減少したところもある。しかし、リストラあるいは採用停止を続けると、年齢構成上の段差が生じ、技術の継承や組織運営及び経営戦略面にマイナスの影響を与えかねない。そのため、ここ数年連続して大学・高校の新卒者を数名ずつ採用しているところが複数の事業者で見られる。ただし、工業高校の新卒者は大企業に就職するため、採用は困難であるとのことであった。23年も新規採用を実施する予定とのことであった。

　中途採用については、景気の回復に伴い実施したところが複数社ある。数名の採用に対して５倍から35倍などの高率の応募があったとのことである。定着は良いとする事業者もあれば悪いとする事業者もある。定着が悪かった事業者では、猛暑で作業環境が一段と厳しくなったことも離職の原因かもしれないとしている。
　今後の見通し

　自動車はエコカー補助金制度の廃止による受注の反動減が生じている。家電はエコポイントの縮小、輸出関連では円高の影響もあって23年3月頃までは、大きな伸びは期待できず、緩やかな改善に留まるものとみている。収益状況も大幅な改善は難しいとしている。

　輸送機器や家電などの輸出関連では、価格競争力から海外進出やグローバル調達の影響が増加するものと見ており、受注先との関係強化や自身のグローバル化を図るところが増加するものと予想されている。
(肥山　正秀）
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自動車 二輪自動車 産業機械 電気機械 その他 合 計

平成17年 846,276 51,225 57,125 28,102 37,822 1,020,550

18年 898,101 54,024 61,231 28,587 38,998 1,080,941

19年 936,670 51,070 60,730 30,832 38,320 1,117,622

20年 895,229 45,338 55,166 26,760 35,196 1,057,689

21年 639,010 23,301 32,837 17,033 21,561 733,742

22年１～9月 614,824 25,125 32,241 14,858 21,188 708,236

対前年同期比 42.8% 56.1% 43.3% 26.0% 37.3% 42.7%

ダイカスト（アルミニウム）出荷推移　

資料：（社）日本アルミニウム協会　アルミニウム統計表「アルミ鋳造・ダイカスト・鍛造・電線出荷推移」 
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事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額

平成15年 756 53,174 71 2,054

16年 685 50,571 68 2,365

17年 745 66,274 68 2,756

18年 715 73,302 60 2,850

19年 724 81,784 58 3,132

20年 763 81,168 64 3,193

資料：経済産業省「工業統計調査（産業細分類別統計表）」
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